指定市町村事務受託法人指定申請について（新規）
【提出書類】
◎指定市町村事務受託法人指定申請書
◎付表１

◎別添
＜添付書類について＞　

（１）申請者の定款、寄付行為等及びその登記事項証明書等
（２）事務所の平面図
　　　　・図面は机の配置が分かるものとし、事務所写真（外観及び内観）及び該当階全体の平面図を添付
　　　　・賃貸借契約書の写しを添付
（３）管理者の氏名、生年月日、住所及び経歴を記載した書類
　　　　・雇用が分かる書類（雇用契約書、辞令などの写し）を添付
（４）運営規程

（５）照会等対象者又は受託事務に係る被保険者若しくはその家族等からの苦情を処理するために講ずる措置の概要を記載した書類
　　　　・苦情解決要綱・規程等を添付
（６）職員の勤務の体制及び勤務形態を記載した書類
　　　　・兼務の場合は、兼務先の勤務表も添付してください。
（７）当該申請に係る受託事務に係る資産の状況を記載した書類
　　　　・収支予算書（初年度は各月の内訳を記載、次年度以降契約期間終了年度までは年度ごと記載）
（８）令11条の２第２項各号に該当しないことを誓約する書面

（９）役員の氏名、生年月日及び住所を記載した書類

（10）介護支援専門員等の氏名及びその登録番号等を記載した書類（法第24条の２第１項第２号の事務を受託しようとする場合に限る）
　　　　・認定調査を行う者の資格を確認出来る書類を添付
　　　　　【介護支援専門員の場合】
介護支援専門員証及び認定調査員研修修了証の写し
【介護支援専門員以外で介護保険法施行規則第113条の２第１号又は第２号に規定される者であって、介護に係る実務の経験が５年以上である者の場合】
　介護保険法施行規則第113条の２第１号又は第２号に規定する資格等を有することを確認できる資格者証等及び介護に係る実務の経験が５年以上あることを証明する書類（実務経験証明書）

【介護支援専門員以外で認定調査に従事した経験が１年以上である者の場合】
　認定調査に従事した経験が１年以上あることが確認できる書類（実務経験証明書）
（11）指定市町村事務受託法人の指定に係る市町村意見書（有識者意見を含む）
（12）申請者の活動内容の分かる資料（パンフレット及び収支決算書等）
（13）職員配置及び人材の確保・育成計画等
・年間受託件数や認定調査１件あたりにかかる時間や受託事務運営に必要な職員数を満たしているかなどについて記載してください。
· (13)については判断の参考にするため、添付してください。
· 指定は要件の整った書類一式をいただいてから、１か月程度の時間を要します。
※　指定市町村事務受託法人は、介護保険法施行規則(平成11年厚生労働省令第36号)に定める指定の要件及び「指定居宅介護支援等の事業の人員、設備及び運営に関する基準(平成11年厚生労働省令第38号)」に定める基準のうち準用されたものを遵守しなければなりません。

申請にあたっては関係法令等を厚生労働省ホームページ等で入手の上、事業内容を承知してください。

なお、指定を受けた後、指定申請に虚偽の内容があったことや、関係法令の規定事項を遵守した適正な事業運営がなされていないことなどが判明した場合には、事業所に対する指定取消の処分が行われることがありますので、十分留意してください
（提出先）
愛知県福祉局高齢福祉課

介護保険企画・審査グループ

電　話　052-954-6288（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ）
メール　korei@pref.aichi.lg.jp
住　所　〒460-8501
　　　　名古屋市中区三の丸三丁目１番２号
